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は じ め に 

○総合戦略策定の趣旨 

 奥尻町は、約 8 千年前の縄文時代早期にに人が移り住み、１７６７年（明和 4 年）に田

口九兵衛が漁業を営むために移住して以来、永住する人が増えたといわれ、明治 12 年に

戸長役場が置かれ、明治 39 年に「奥尻村」、昭和 41 年に「奥尻町」となりました。 

水産業が盛んで「夢の島」「宝の島」と呼ばれ、豊富な海の幸を求め、観光客が増え、水

産業と観光業に力が注がれてきました。 

しかし、一方で、およそ 1960 年（昭和３５年）の 7,908 人（国勢調査）をピークに、

人口は減少し続けています。日本創成会議が 2014 年（平成２６年）に発表した人口推計

によると、奥尻町は、2040 年（平成５２年）までの２０代から３０代の女性の減少率が

-86.7％であり、全国でも４位、北海道でも１位となる結果が発表され、「消滅可能性自治

体」とされています。 

 奥尻町では、平成２３年度に第５期奥尻町発展計画（平成２３年度～３２年度）を策定

し、「人の絆と営みが織りなす幸せなおくしリズム～島じかんが紡ぐみんなの笑顔～」をテ

ーマに、ヒト・モノ・カネが有機的に循環するリズムを生み出し、人の絆と営みを育むこ

とができることを目指しています。 

 そのような中、国が策定した「長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」、

及び北海道が策定した「北海道人口ビジョン」及び「北海道創生総合戦略」、「奥尻町人口

ビジョン」を踏まえ、奥尻町において地方創生を推進すべく、今後 5 か年の基本目標と基

本的方向を示し、地域振興と人口減少問題とその解決を目指します。 
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考え方と政策５原則（抜粋） 

１「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本的な考え方 

（１）人口減少と地域経済縮小の克服 

・本格的な人口減少時代の到来、地方と東京圏の経済格差による人口の一極集中 

・地域経済の縮小により、人口の一極集中と地方人口減少に拍車がかかる。 

・地方における負のスパイラルの解消、人口減少を克服し地方創生 

①東京一極集中を是正する。 

②若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現する。 

③地域の特性に則して地域改題を解決する。 

（２）まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立 

・地域経済の活性化、産業の高付加価値等による「しごとの創生」 

・地方就労の促進や移住定住促進等による「ひとの創生」 

・安心できる暮らしの確保や都市のコンパクト化、広域連携等による「まちの創生」 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

２「まち・ひと・しごと創生」政策５原則 

（１）自立性 

 各施策、構造的な問題に対処し、地方公共団体等の自立につながるようにする。 

（２）将来性 

 地方が自主的かつ主体的に、前向きに取り組むことを支援する施策に重点を置く。 

（３）地域性 

 各地域の実態に合った施策を支援することとし、各地域は客観的データに基づき実情分析や将来予測

を行い、「地方版まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定するとともに、同戦略に沿った施策を実施で

きる枠組みを整備する。 

（４）直接性 

 限られた財源や時間の中で、最大限の成果を上げるため、施策を集中的に実施する。 

住民代表・産官学金労の連携を促すことにより、政策の効果をより高める工夫を行う。 

（５）結果重視 

 明確な PDCA メカニズムの下に、短期・中期の具体的な数値目標を設定し、政策効果を客観的な指

標により検証し、必要な改善等を行う。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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○総合戦略の期間 

 平成 27 年度～平成 31 年度の 5 年間とします。 

 

 

○基本目標 

 奥尻島を将来へつなげるため、3 つの基本目標を掲げ、この目標の達成に向けて取り組

みます。 

①島ではたらく（産業の振興と雇用拡大） 

②島で産み・育てる（子育て・医療・教育の充実） 

③島で暮らす（まちづくりと行政経営） 

 

 

○総合戦略の推進 

（１）数値目標とＫＰＩ（重要業績評価指標）によるＰＤＣＡサイクルの展開 

 総合戦略に掲げる施策の進捗度を客観的に把握するため、数値目標及び KPI（重要業績

評価指標）を設定し、毎年度の進捗管理の基本とし、Plan（計画）→Do（実行）→Check（評

価）→Action（改善）のいわゆる PDCA サイクルの展開をして実施します。 

 

（２）奥尻町総合戦略等策定委員会による検証（毎年度） 

 総合戦略を着実に進めるために、奥尻町総合戦略等策定委員会により、毎年度、達成度・進捗度

等を検証し、必要に応じて見直しや改善を実施します。 

 

（３）議会の関与 

 総合戦略は、議会と町執行機関が両輪となって推進するものであり、進捗状況等、議会への情報

提供を適宜行います。 

 

○地方創生に関する情報の共有 

・広報誌やホームページを通して、統計や町民に有益な情報や、地域、団体、企業、行政

の取り組みを発信することで、情報提供を行い、町全体で、地方創生に関する情報の共有

をします。 

  



- 4 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

島に戻ってきてもいいかも？！ 

 

仕事がある・子育てしやすい環境がある 

奥尻町創生総合戦略 

基本目標① 

島ではたらく 

（産業の振興と雇用拡大） 

基本目標② 

島で産み・育てる 

（子育て・医療・教育の充実） 

基本目標① 

島で暮らす 

（まちづくりと行政経営） 

[主な施策] 

・「おくしりブランド」の

育成 

・体験観光の開発・促進 

・新エネルギーを利用し

た、産業の開発 

等 

[主な施策] 

・地域における子育て支援

組織の設置 

・医療体制、医療従事者の

確保 

・都市部と同等の水準の教

育が受けられる取り組み 

等 

[主な施策] 

・空き家、空き店舗の活用 

・公共施設の更新及び維持

管理、長寿命化 

・地域おこし協力隊の活用 

・域学連携事業の推進 

等 

奥尻町人口ビジョン 
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《数値目標》   一次産業の新規就業者  ５人 

         観光入込客数      ５万人 

 

《基本的方向》 

 本町における人口減少に歯止めをかけ、定住するためには、地域経済の活性化が不可欠

であり、島内の雇用の確保をすることで、所得を得ることが求められる。 

 本町の基幹産業である農林水産業や、観光の分野において、時代の変化に対応しながら、

情報発信をし域外需要の取り込み拡大をするため、地場産業の活性化と強化を目指す。 

 

《主な施策》 

（１）農業・林業・水産業 

・地域の特産品であるアスパラガスや、おくしり和牛の生産拡大、新規作物の導入、新た

な養殖業を推進しながら、「おくしりブランド」の育成をし、加工品の開発により、飲食

店、宿泊施設での提供のみならず、家庭においても地産地消を図る。 

・ワイン醸造用ぶどうの適切な圃場管理を推進し、品質の向上・生産の安定化を図ること

により、販路拡大につなげる。 

・農業機材の共同購入に対する補助をすることにより、農業の能率・効率化を図るととも

に、酒米やブランド米の生産拡大につなげる。 

・森林の整備を促進し、木材生産や山地災害防止、水源涵養等、森林の持つ公益的機能を

高めながら、地域材の利用推進や木質バイオマス利用などにより資源のフル活用を図る。 

・海上移送費に係る費用の支援をすることにより、機械器具の更新等による効率化を図る

ことで、販路拡大につなげる。 

・漁業の担い手の育成をするため、高校生にスクーバ資格取得のための補助を行い、講師

招へい、機器更新を行う。 

・最新の冷凍技術の導入により、離島というリスクをカバーしながら、地場産品の鮮度を

落とさずに、安定的に取り引きができる仕組み作りをすることで、地場産品の競争力強

化、販売ルートの拡大を図る。 

・地場産品（土産品以外）を、「誰でも」買うことができる仕組みを構築し、明確化する。 

 

 

 

 

 

 

  

重要業績評価指標（KPI） 

・酒米作付面積            ２ha 

・ぶどう収穫量          １００ｔ 

・間伐面積             ７５ha 

・農林水産加工品の開発数      １０品目 

・スクーバ資格取得者年間      ２０人 

基本目標① 島ではたらく（産業の振興と雇用拡大） 
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（２）観光産業 

・水産業、農林業を通した体験観光の開発・促進、及び交通機関が欠航になった際の過ご

し方の調査研究を進め、宿泊滞在日数の増を図るとともに、ファミリー層や大型客船乗

船客の獲得を目指す。 

・外国人観光客が満足できるよう、観光業者への外国語教育、多言語表記、公衆無料 Wi-fi

の整備、ハラールなどの宗教上制限された食事の提供等、受け入れ態勢を整備する。 

・島外から来たお客様は、観光・仕事にかかわらず、すべて観光客であるという視点に立

ち、新たな島の過ごし方を提供することで、リピーター率の向上を図る。 

・檜山管内 7 町及び道南圏の市町村で広域の取り組みや、東京都特別区との連携事業の実

施により、都市部からの修学旅行生誘致、観光客の取り込みを図る。 

・障がいを持った方と宿泊施設等との調整をするコーディネーター（仮称）を設置し、ワ

ンストップで対応する窓口を整備し、また、観光施設のバリアフリー化を促進すること

で、バリアフリーレジャーの実現を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）商工業・新エネルギー 

・地熱等の新エネルギーを利用した、新たな産業の開発・育成をする。 

・公共施設や事業所へのチップボイラー導入や、一般家庭向けペレットストーブの普及を

図り、木質バイオマスの需要を拡大するとともに、森林資源の循環利用の理解促進を図

る。 

・企業による実証実験等の誘致に取り組むことで、交流人口の拡大を図るとともに、地元

経済の振興を図る。 

・住宅リフォームの助成をすることで、町民が安心して快適に暮らす居住環境の整備をす

るとともに、地元経済の活性化を図る。 

 

 

 

 

 

  

重要業績評価指標（KPI） 

・体験型観光メニュー       ５メニュー 

・リピーター率         １０％増 

・外国人観光客数        ５０人 

・修学旅行誘致数         ５校 

重要業績評価指標（KPI） 

・ペレットストーブ普及       １０箇所 

・誘致企業               ５社 

・住宅リフォーム助成       年間 20 件 
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《数値目標》 子育てのしやすさ満足度   ６０％                  

 

《基本的方向》 

 著しい少子高齢化の対応については、出生率の維持・向上が不可欠であり、島で結婚し、

安心して子どもを産み育てたいという思いに応えることが重要であり、結婚から出産、子

育てと、切れ目のない対策を推進する。 

また、子どもは本町のみならず、我が国の将来を担う大切な存在であり、教育を通して、

人づくりを進める。 

 

《主な施策》 

（１）子育て・出産 

・地域における子育て支援組織の設置により、子育て世帯の負担軽減をするとともに、地

域ぐるみでの子育て支援を行う。 

・不妊治療への支援として、相談体制の充実、情報発信を行う。 

・医療費助成拡充や育児に係る経費（おむつ・ミルク等）の助成等、子育て世帯及び多子

世帯の経済的負担軽減を図る。 

・小児科・産婦人科等の専門医を招へいし、町内で受診できる体制を整えることで、経済

的負担の軽減を図る。 

・老朽化した幼稚園施設について、認定こども園への移行を検討しながら、幼児教育・保

育の一体的な提供を推進するとともに、仕事と子育てを両立できる環境の整備を図る。 

・既に実施している一時預かり事業のほか、放課後児童クラブやファミリーサポートセン

ター制度といった、仕事のために保護者が昼間家庭にいない小学校へ就学している児童

への放課後の対応を図る。 

・子どもの屋内の遊び場の設置検討をする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

重要業績評価指標（KPI） 

・妊娠、出産、育児相談件数        100 件 

・子育て支援組織件数             １件 

・出生数                年間３０人 

・放課後児童クラブ実施箇所         ２箇所 

 

基本目標②島で産み・育てる（子育て・医療・教育の充実）       
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（２）医療・介護 

・医療提供体制の充実、医療従事者の確保を図ることで、町民へ安心した生活を提供する。 

・老人ホーム、医療施設において充実したサービス提供をするため、大学や専門学校、中

学校、高等学校のインターンの受入等の取り組みを行うことで、将来の介護人材の確保

に努める。また、人材確保のため奨学資金制度等の PR や周知を行う。 

・保健予防事業・健康づくり事業の充実を図り、高齢者や障害者が地域で暮らし続けられ

る仕組みづくりをする。 

・高齢者と子どもの交流といった、多世代の交流を通して、高齢者のいきがいづくりを図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）教  育 

・離島という条件不利地という環境の中で、ICT を学習ツールとして活用した授業の推進

を図り、また、現役大学生を招へいし、夏休みや冬休みを利用した学習支援や部活動の

支援を行い、都市部と同等の水準の教育が受けられる取り組みをし、人材育成を図る。 

・平成 28 年 4 月から町立となる奥尻高等学校の入学者の増を図るため、入学者を全国か

ら募集し、また、平成２９年４月から中学校が統合されることに伴い、中高一貫教育を

進め、学習環境や寄宿舎等の交通基盤生活基盤の整備を推進し、教育移住の受入に向け

た取り組みをする。 

・独立行政法人国際協力機構（JICA）や自治体国際化協会（CLAIR）等の国際協力機関・

団体を通し、海外の研修生との交流の機会を増やし、多文化共生、国際感覚を持った人

材の育成を小中高一体となって進める。 

 

 

 

 

 

 

  

重要業績評価指標（KPI） 

・医療従事者             ５名確保 

・介護・福祉人材           ５名確保 

・介護の必要のない高齢者の割合   ８０％以上 

 

 

重要業績評価指標（KPI） 

・教育移住の世帯数                    2 世帯 

・英語が楽しいという児童・生徒の割合          ９０％ 

・将来奥尻町に帰ってきて仕事をしたいと思う生徒の割合  ６０％ 
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《数値目標》  転入者の増  ４８ 人 

 

《基本的方向》 

 定住人口の増加を図るためには、多様化している生活様式や個々人の価値観を見極め、

その変化に対応しながら、取り組む。 

 公共施設をはじめとしたインフラの維持管理は不可欠であり、公共施設総合管理計画、

長寿命化計画等に基づき、適切に整備・運営をする。 

また、限られた財源の中で、本戦略を推進するために、重点施策に対する財源の確保を

する。 

 

《主な施策》 

（１）移住・定住対策 

・空き家や空き店舗の活用等、住居及び奥尻での生活環境の整備と、同時進行で、移住・

定住情報の発信をするとともに、ICT を活用したテレワークの推進を図りながら、二地

域居住も視野に入れた取り組みを図る。 

・都市部から町への移住を促進するため、移住に関する積極的な情報発信をするとともに、

求人情報の提供や相談窓口及び受け入れ体制の拡充を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）インフラ整備 

・役場庁舎や病院をはじめとした、公共施設の更新及び維持管理をはじめ、老朽化してい

る町の道路・橋りょう及び港湾、漁港、海岸施設の長寿命化を図る。 

・地域防災計画に基づき防災体制の強化を図り、迅速な情報伝達の手段である防災無線を

デジタル化し、より安心安全なまちづくりを図る。 

・離島航路、航空路は住民にとって欠かせない、交通ネットワークであるため、路線維持

確保を図る。 

 

 

  

重要業績評価指標（KPI） 

・空き家活用         １０件 

・テレワーク企業誘致      １件 

・移住相談件数      年間５０件 

 

 

 

重要業績評価指標（KPI） 

・防災無線普及率       １００％ 

・廃校活用            ２件 

 

 

基本目標③ 島で暮らす（まちづくりと行政経営） 
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（３）地域づくり・ひとづくり 

・少子化、人口減により、廃れつつある地域の伝統文化の振興・保存を図るため、地域お

こし協力隊を活用するなど、島内外あるいは、地域の枠組みを超えた、交流をすること

で、郷土愛を育む。 

・地域づくりセミナーやワークショップなど、意欲ある町民が集まり、互いに共有し、学

び合える場を提供する。 

・域学連携事業を推進し、地域振興策を研究開発するとともに、交流人口の拡大を図る。 

・若者や学生、移住者など、研修や職場体験を活用し、地域づくりに積極的にかかわりな

がら、新たな価値観を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）行政経営 

・逼迫する財政の効率的運営のため、政策の徹底的な選択と集中を行うことで行政経営・

事務事業効率化を行い、慢性的な人員不足をカバーしながら、まちづくりに取り組む人

材の育成を図る。 

 

 

 

 

 

 

重要業績評価指標（KPI） 

・地域づくりセミナー・ワークショップ開催数        年間 6 回 

・大学生・企業等の研修・インターンの受入件数       年間１０人 

 

 

重要業績評価指標（KPI） 

・階層別人材育成研修        年間 ３回 

・分野別能力向上研修        年間 ５回 

・職員提案件数           年間２０件 

 


